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＜資質・能力の三つの柱＞

未知の状況にも
対応できる

思考力、判断力、
表現力等の育成

生きて働く

知識及び技能
の習得

学びを人生や社会に
生かそうとする

学びに向かう力、
人間性等の涵養

目指すべき教育改革の方向性とGIGAスクール構想について

 変化を前向きに受け止め、豊かな創造性を備え持続

可能な社会の創り手として、予測不可能な未来社

会を自立的に生き、社会の形成に参画するための資

質・能力を一層確実に育成することが必要。

 子供や学校等の実態に応じ、各教科等の特質や学

習過程を踏まえて、資質・能力の三つの柱をバランス

よく育成。

 GIGAスクール構想の推進により、多様な子供たち

を誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化

された学びや創造性を育む学びを実現。

 今年度から始まる新学習指導要領を着実に実施する

とともに、教育課程や教員免許、教職員配置の一体

的な制度の見直しや、教師のICT活用指導力の向

上、情報教育の充実など、ハード・ソフト両面からの

教育改革。

主体的・対話的で
深い学びの視点から

の学習改善
（アクティブ・ラーニング）

組織的・計画的に
教育活動の質の向上

（カリキュラム・
マネジメント）

教師の資質・能力の向上
専門人材の活用など
指導体制の充実

（チーム学校の実現）

目指すべき教育改革の方向性

ICTの積極的活用による充実

・ 「１人１台端末」 の実現

・ 学校・家庭のネットワーク整備

・ 教師のICT活用指導力の向上

・ ICT技術者の配置充実

学校教育（学習指導要領等）を通じて育てたい姿、資質・能力

• 臨時休業中の子供たちの学びを保障するため、

オンライン等も活用した家庭学習と、教師による

学習サポート・学習状況の把握の組合せにより、

学習に著しい遅れが生じないように支援。 １



目指すべき次世代の学校・教育現場

学びにおける
時間・距離などの
制約を取り払う

個別に最適で
効果的な
学びや支援

校務の効率化
～学校における事務を

迅速かつ便利、効率的に～

学びの知見の
共有や生成

～教師の経験知と科学的視点の
ベストミックス(EBPMの促進)～

全ての子供たちの可能性を引き出す、
個別最適な学びと協働的な学びを実現するため、
ICTを基盤とした先端技術・教育に係るデータを活用

意見・回答の
即時共有を通じた
効果的な協働学習

知識・技能の
定着を助ける
個別最適化
（ＡＩ）ドリル

病院に入院している子供と
教室をつないだ学び

学習履歴、行動等の様々な
ビッグデータ分析による「経験知」
の可視化、新たな知見の生成

校務支援システムを
活用した校務の効率化

遠隔技術を活用した
大学や海外との連携授業

データに基づいた
最適な教材・指導案
（教育コンテンツ）の
検索やレコメンド

ベテラン教師から若手教師への
「経験知」の円滑な引継ぎ

個々の子供に応じた
よりきめ細やかな指導

校内・教育委員会等
とのデータ即時共有

ICTを活用した教育の充実

障害のある児童生徒
への支援の充実

不登校児童生徒
への支援の充実

個々の子供の状況を
客観的・継続的に把握
（センシング技術）

学びの基礎となる
デジタル教科書

遠隔技術を活用した
場所に制約を受けない
教員研修や採点業務
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 児童生徒１人１台コンピュータを実現

 高速大容量の通信ネットワーク

 家庭学習のためのLTE通信環境（モバイルルータ）の整備支援

 通信費の支援

＜ハード＞ ICT環境整備の抜本的充実

＜ソフト＞ デジタルならではの学びの充実

 新学習指導要領の実施
 デジタル教科書・教材などのデジタルコンテンツの
導入促進

 各教科等ごとのICTを効果的に活用した学習活動
や先端技術の利活用方法を提示

 データ標準化やCBTの活用等により、教育データ
利活用を推進

＜人材＞ 日常的にICTを活用できる体制

 (独)教職員支援機構による、各地域の指導者養成
研修の実施、研修動画の配信

 ICT活用教育アドバイザーによる、相談体制の充実

 GIGAスクールサポーターによる、学校における導入支援

 ICT支援員による、日常的な教員のICT活用支援

児童生徒１人１台コンピュータを実現し、これまでの実践とICTのベストミックスを図り、児童生徒・
教師の力を最大限に引き出す。

緊急時における、児童生徒の「学びの保障」の観点からも、ICTを効果的にフル活用することが重要。

ハード面の整備だけでなく、ソフト・人材を一体とした改革を強力に推進。

「GIGAスクール構想」の実現のためのハード・ソフト・人材一体となった学びの環境整備
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2019年度
（令和元年度）

2020年度
（令和２年度）

2021年度
（令和３年度）

2022年度
（令和４年度）

2023年度
（令和５年度）

2024年度～
（令和６年度～）

ハ
ー
ド

校内ネットワーク

学習者用
端末

３人に
２台分

３人に
１台分

人
材

ＩＣＴ支援員
（４校に１人）

ＧＩＧＡスクール
サポーター

ソ
フ
ト

学習指導

学習者用
デジタル教科書
デジタル教材

教育データの標準
化

「学びの保障」オ
ンライン学習シス
テム

小５・６
中１

公立小・中・高等学校（環境整備５か年計画）

全ての授業で 「１人１台端末」 で

デジタル教科書をはじめとするデジタルコンテンツをフルに活用
教師の指導や児童生徒の学びを支援する観点から教育データを活用

プロトタイプ開発 システムの全国展開、ＣＢＴ化の推進

※ 改定の前倒しを検討

将来的に保護者負担（ＢＹＯ
Ｄ）への移行を見据えつつ、
「デバイス」の考え方や
支援方策の在り方を整理

デジタル教科書
の在り方検討

デジタル教科書の導入推進、クラウド化の検証・促進
デジタル教材等との連携

小学校の教科書改訂を
契機とした本格導入

建て替えや全面的な改修工事の際に併せて更新

小学校新学習指導要領 全面実施 ※プログラミング教育の必修化など

中学校新学習指導要領 全面実施 ※プログラミング教育の内容充実など

高等学校新学習指導要領 年次進行で実施 ※情報Ⅰ必修化など

各教科等の学習活動においてICTを効果的に活用

多様な子供たちの資質・能力を育成するため
の個別最適な学びと協働的な学びの実現

教育データ標準第
１版（学習指導要
領コード）公表

教育データ標準第２版の公表 随時、教育データ標準の改訂を実施

「ＧＩＧＡスクール構想」 の実現ロードマップ（イメージ）

小・中・高等学校

小１～４
中２・３

小・中・
高等学校
（４校に２人）

４



インプット（予算）

児童生徒１人１台端末
の整備
校内通信ネットワーク
の整備
（令和元年度補正予算額：

2,318億円
令和２年度補正予算額：

2,292億円）

解決すべき
問題・課題

Ｓｏｃｉｅｔｙ5.0時代を生きる子供が未来を切り拓いていくための資質・能力を育成する質の高い学びを実現するためには、教育におけるＩＣＴ活用が不可欠である一方、

学校ＩＣＴ環境の整備は遅れており、自治体間格差も大きい。また、世帯年収が低い家庭ではインターネットが利用されていない傾向にあるといった格差も存在する。

このような中、ＯＥＣＤの学習到達度調査（ＰＩＳＡ２０１８）などにおいて、我が国の児童生徒について、デジタルテキストも含めた読解力や情報活用能力など情報化へ

の対応にも課題がみられる。ＩＣＴを有効活用し、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを実現するため、令和の時代における学校の

「スタンダード」として、全国の学校におけるＩＣＴ環境整備が急務である。

また、今般の新型コロナウイルス感染症対策としての学校の臨時休業期間において、子供たちの学びを保障する観点からも、ICTを活用して家庭でも学び続けられる環境を

早急に整備することが不可欠。

上記問題・課題
と事業との関係

１人１台端末及び高速大容量の通信ネットワークの一体的に整備するとともに、利活用優良事例の創出・普及、日常的にＩＣＴを利活用できる体制の整備、利活用のＰＤＣ

Ａサイクル徹底等を進めることで、多様な子供たちを誰一人取り残すことのない、公正に個別最適化された学びを全国の学校現場で持続的に実現させる。また、それらの取組

を加速することで、全ての子供達の学びを保障出来る環境を早急に実現する。

○児童生徒１人１台端末の整備の支援

小・中・特別支援学校等の児童生徒が使
用するＰＣ端末を整備（地方財政措置も活
用し、2022年度に義務教育段階の児童生
徒１人１台を実現）

○校内通信ネットワークの整備の支援

小・中・特支・高等学校等における校内ＬＡ
Ｎの整備（2019、2020年度補正予算により希
望する全ての義務教育・高等学校段階の学
校において整備）

○デジタルならではの学びの充実の支援

・デジタル教科書・教材など良質なデジタルコ
ンテンツの活用を促進
・教科等ごとに、ＩＣＴを効果的に活用した学
習活動の例を提示
・効果的な遠隔教育の事例やノウハウを提示
・ＡＩドリル等先端技術を活用した実証を充実

○日常的にＩＣＴを活用できる指導体制の
構築の支援

・ＩＣＴ支援員など、企業等の多様な外部人材
の活用促進
・各地域の指導者養成研修の実施
・ＩＣＴ活用教育アドバイザーによる、学校設
置者等への助言・支援

アクティビティ（事業概要）

新時代の学びにおける
先端技術導入実証研究
事業
（2020年度予算額：453百万円）

学習者用デジタル教科
書の効果・影響に関す
る実証研究事業
（2020年度予算額： 20百万円）

ＩＣＴ支援員の配置
（４校に１人の割合で地方財政措置）

等

アウトプット（活動実績）

学習者用コンピュータの整備状況
【学校における教育の情報化の実態等に関

する調査】

高速大容量の通信ネットワークの整
備状況

【学校における教育の情報化の実態等に関す
る調査】

学習者用デジタル教科書の整備状況
【学校における教育の情報化の実態等に関す

る調査】

教科等のＩＣＴ実践事例の作成状況
（2020年６月の指導主事会までに全教科で作成）

【文部科学省において作成】

ＩＣＴ支援員の活用状況
（2022年度までに４校に１人
（2019年度：約2,500人）

【文部科学省において把握】

指導者養成研修の実施状況
（毎年２回のべ120人、自治体等における指導者
となる者を対象に実施。受講後の各自治体等に

おける研修等での活用状況を調査）

【（独）教職員支援機構において把握】

ＩＣＴ活用教育アドバイザーによる
助言・支援の実施状況
【文部科学省において把握】

初期アウトカム

中長期アウトカム
OECD・PISA調査等の各種調査における水準の維持・向上
（科学リテラシー、読解力、数学リテラシーなど、世界トップレベルの維持・向上）

インパクト

一人一人の人材としての質を高め、生産性向上・所得増加・QOL向上

（令和元年度～令和４年度）

■ＩＣＴの活用等による授業改善

・ＩＣＴを活用した授業頻度（ほぼ毎日）を2023年度
までに100％にする
（2019年度：小学校37.1％、中学校43.6％）【全国学力・学習状況調
査（毎年調査）】

・遠隔教育を実施したいができていない学校の割合を
2023年度に０％にする
（2019年度：12.0％[※文部科学省において把握]）【学校における教
育の情報化の実態等に関する調査（毎年調査）】

・児童生徒の情報活用能力の向上
【情報活用能力調査（2021年度に本調査を実施）】

■児童生徒の情報活用能力の向上

・授業にＩＣＴを活用して指導する能力の向上

（2019年：69.8％）
【学校における教育の情報化の実態等に関する調査（毎年調査）】

・児童生徒のＩＣＴ活用を指導する能力の向上
（2019年：71.3％）
【学校における教育の情報化の実態等に関する調査（毎年調査）】

■教師のＩＣＴ活用指導力の向上

初期アウトカムの状況を分析し、効果検証を行いながら、インプット及びアクティビティを改善

【ソフト・指導体制】

【ハード】

ＧＩＧＡスクール構想の実現 ロジックモデル

■全ての子供たちの可能性を引き出す学びの実現

・スタディログの活用による個々の状況に応じたきめ細
かい指導の実施割合を2025年度までに100％にする

・希望する不登校児童生徒や病気療養児等がオンライン
で学習できる環境の整備を2021年度中に100％にする

・感染症や災害の発生等の緊急時にあってもオンライン
で学びを保障することができる環境の整備を2021年度
中に100％にする
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